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－報告事項－
1. 前回までの委員会の振り返り



1．前回までの委員会の振り返り ①策定の背景・目的 2

○策定にあたっては、住生活基本法に基づく住生
活基本計画（全国計画、滋賀県計画）といった
上位計画、関連する他部門の計画との整合性に
十分留意する。

○計画期間は令和4（2022）年度から令和13
（2031）年度までの10年間とし、計画の進捗状
況や社会情勢の変化などに応じて5年を目途に
見直しを行う。

○社会経済情勢が急激に変化する現代では、住宅分野においても、様々な状況変化に
対応した施策を迅速かつ的確に実施していくことが求められている。

○第六次栗東市総合計画（令和2年3月策定）の下位に位置する住生活分野の部門計画
としての位置づけを持つ計画として作成する。

計画の位置づけ・計画期間計画策定の背景・目的

【栗東市の現状】
○新規住宅地の整備の進行
○中山道や東海道沿いの空き家の増加
○市の財政悪化に伴う市営住宅の適切な維持管理
・コスト縮減

【社会情勢の変化】
○人口減少社会や超高齢化社会の本格化
○コンパクト+ネットワークの持続可能な都市づ
くりの実現

○新型コロナウィルスの流行によるテレワークの
拡大、激甚化する災害への対応

【計画策定の目的】
○良質な住宅ストックの形成・将来世代への承継
○良好な居住環境の形成や多様な居住ニーズが適
切に実現される住宅市場の環境整備

○住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定
の確保などを目指した施策の推進



1．前回までの委員会の振り返り ②計画策定のスケジュール 3

実施予定時期
主な議題

策定調整会議 策定委員会

第1回 令和2年11月10日 令和2年11月27日
現況・上位関連計画等の整理結果、
アンケート内容の確認

第2回 令和3年2月12日 令和3年2月22日
アンケートの結果の確認
次期計画の方針の確認

第3回 令和3年7月30日
令和3年8月19日
（書面開催）

問題点・課題の確認
計画の目標・方針、実施施策の検討

第4回 令和3年10月下旬 令和3年11月下旬
パブリックコメントに向けた
計画（案）の確認

第5回 令和4年2月 令和4年3月
パブリックコメントを踏まえた
計画の確認

【その他スケジュール】
○住民アンケートの実施：令和2年12月15日～令和3年1月15日
○パブリックコメントの実施：令和4年1月（回答期間は1ヶ月程度）

○策定調整会議（庁内）と策定委員会（外部）によって計画の内容を諮るものとして、
下表のとおりの実施を予定している。

○その他、住民アンケートを令和2年12月、パブリックコメントの実施を令和4年1月
～2月に予定している。



1．前回までの委員会の振り返り ③第2回策定委員会の意見 4

○「第２回 第二次栗東市住生活基本計画策定委員会」において、いただいた意見等を抜粋して
掲載する。

第２回 第二次栗東市住生活基本計画策定委員会
■開催日時：令和2年2月22日（月） 13時30分～15時20分
■開催場所：危機管理センター3階 大研修室

分類 意見の概要

市民アンケートの結果
について

・ひとり親世帯や高齢者、外国人が少数ではあるかもしれないが、どのような住宅に住んでいるのかなど、分析されることが望ま
しい。

・周辺環境の満足度が地域間に隔たりがあるため、各地域の特性を活かす必要がある。

・居住年数が30年以上における住環境の満足度が低いため、理由の分析が望ましい。

・地域の違いを特色として活かすことはできないか。

・市民アンケートで寄せられた意見について、すべてを住生活基本計画でフォローする必要はないが、市民がそれぞれ不安を抱
えているということである。各課との調整を図っていただきたい。

住宅供給・空き家につ
いて

・住宅需要に対して、供給が余剰であると感じる。計画的な住宅供給が必要と考える。
・持ち家の割合が大きいため、将来空き家の増加が懸念される。

障がい者・高齢者等の
住まいについて

・障がい者が自立した生活を行っている事例などを参照しながら、自立した生活を目指すべきと考える。

・障がい者・高齢者が安心してというのはもちろん、すべての市民が安心できる住まいとなることが望ましい。

計画策定全般について

・住生活基本計画は、だれが見ても住環境を考えていくうえで参考になるような計画となることが望ましい。

・住生活基本計画を策定するうえで、最も決めておきたいとこを明確にしたい。
・基本目標を定めるうえで、何を目指すのかを分かりやすく示してほしい。
・市民が理解しやすいように分野にわけるなど計画の大枠を示すことが望ましい。

計画策定における柱の
設定方法について

・現行計画の成果を検証したうえで第二次計画の「柱」を検討することが望ましい。

・分類・記載について工夫することが望ましい。

・計画の柱は新しい住生活基本計画に対する思いが反映されると思われるため、説明を加えていただきたい。

計画の実施体制につい
て

・計画は今後10年間で、限られた財源の中で実施する必要がある。財源が伴うもの、比較的必要としないものなどを整理・精査
して計画に反映する必要がある。

・公共と民の役割分担を示す必要がある。行政だけの計画ではなく、市民主体の計画であることを示すことができれば良い。

・市民や民間、庁内各課との役割分担を精査しつつ、住生活基本計画に掲載するものを検討していただきたい。



1．前回までの委員会の振り返り ③第2回策定委員会の質問対応 5

○ひとり親世帯・高齢者の住宅はともに持ち家が最も多い。また、ひとり親世帯は次いで借家
（民間共同住宅）が28.0％である。

〇高齢者の住まいは、30年以上50年未満が最も多く、ひとり親世帯はほとんどが10年以上の居
住年数である。

分類 意見の概要
市民アンケートの
結果について

・ひとり親世帯や高齢者、外国人が少数ではあるかもしれないが、どのような住宅に住んでいるのかなど、分析されることが望ましい。

■前回委員会の質問

■「ひとり親と子」に係る集計について
・全体の回収票は484票。
・うち家族構成について「ひとり親と子」の回答票（26票）を抽出。
・「現在の住宅」「住宅の居住年数」について再集計。うち無回答票は除外。

■「高齢者」に係る集計について
・全体の回収票は484票。
・回答者の年齢が60代（71票）、70代（99票）、80代（36票）の回答票（206票）を
抽出。

・「現在の住宅」「住宅の居住年数」について再集計。うち無回答票は除外。

ひとり親と子の現在の住宅
高齢者の現在の住宅

高齢者の現在の住宅の居住年数ひとり親と子の現在の住宅の居住年数
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② 台風や地震時の安全性(N=222)

③ 住宅の防犯性(N=222)

④ バリアフリー対応（手すり 段差解消等）(N=222)

⑤ 環境性能（断熱性や省エネ設備）(N=222)

⑥ 駐車スペース(N=221)

⑦ 住宅ローン・家賃等の負担(N=174)

⑧ 総合的な評価(N=224)

栗東市居住年数30年以上の現在の住まい（住宅）の満足度

満足 やや満足 普通 やや不満 不満

1．前回までの委員会の振り返り ③第2回策定委員会の質問対応 6

○居住年数が長い市民は、住環境について買い物や通勤・通学等に係る不満が高い。
○また、住宅についてはバリアフリー性能や環境性能に対する不満が高い。

分類 意見の概要
市民アンケートの
結果について

・居住年数が30年以上における住環境の満足度が低いため、理由の分析が望ましい。

■前回委員会の質問

11.8%

7.9%

5.3%

4.4%

5.3%

9.2%

12.3%

3.9%

3.1%

0.9%

9.6%

4.8%

19.3%

23.7%

11.4%

13.2%

9.6%

23.7%

24.1%

12.7%

9.2%

6.6%

9.2%

15.4%

58.8%

60.1%

48.7%

56.1%

46.9%

45.6%

28.1%

52.6%

58.3%

58.8%

38.6%

59.2%

6.1%

4.4%

28.1%

19.3%

28.5%

15.4%

23.7%

22.4%

17.5%

11.0%

22.4%

15.4%

1.8%

1.8%

3.9%

3.9%

2.6%

2.6%

11.0%

5.7%

3.1%

2.2%

8.3%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

① 近隣の人たちとの付き合い、関わり(N=223)

② 身近な場所での家族・知人との助け合い(N=223)

③ 敷地やまわりのバリアフリー化(N=222)

④ 治安、犯罪発生などに対する防犯性(N=221)

⑤ 子どもの遊び場（量 質 距離等）(N=212)

⑥ 緑の豊かさ、街並み、景観(N=220)

⑦ 買い物、医療などの利便性(N=226)

⑧ 火災・地震・水害等に対する安全性(N=222)

⑨ 福祉・介護などの生活支援サービス(N=208)

⑩ 子育て支援サービス(N=181)

⑪ 通勤・通学などの利便性(N=201)

⑫ 総合的な評価(N=221)

栗東市居住年数30年以上の現在の周辺環境（住環境）の満足度

満足 やや満足 普通 やや不満 不満

■「居住年数30年以上」に係る集計について
・全体の回収票は484票。
・うち栗東市での居住年数について「30年以上」
の回答票（228票）を抽出。

・「現在の住まい（住宅）の満足度」「現在の周
辺環境（住環境）の満足度」について再集計。
うち無回答票は除外。
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－協議事項－
2. 住宅施策の課題の整理
3. 住宅施策の基本理念・基本目標・基本方針の検討
4. 住宅施策の展開方向の検討
5. 重点施策の展開方向の検討



２. 住宅施策の課題整理 ①居住環境 ②住宅ストック 8

①居住環境

■市の特性を活かし、愛着が持てる住環境の創出を
目指す良好な居住環境の創出

①風情ある街並みの保全・活用、まちづくり活動と
協働した魅力の増進

・栗東市の自然環境や風情ある街並みが醸成する豊かな住環
境により、人口は自然増・社会増の傾向が続き、人口・世
帯数が増加し続けている状況にある。これらの特性を活か
して都市としての拠点性の強化や、活発に行われる市民に
よる自主的・主体的なまちづくり活動と協働した魅力の増
進が求められている。

②安全で快適な住環境の整備の推進
・市民の愛着を醸成するためには、安全・安心な住環境は必

須である。そのため、歩行空間の安全性を確保し、まちづ
くりと協働した賑わいを創出するなど、安全で快適な住環
境の整備を推進する必要がある。

②住宅ストック

■安心して長く住み続けることができる住宅ストックの
質の向上の推進

①将来にわたって利用できる良質な住宅地や住宅
ストックの形成

・住宅を供給する民間住宅市場において、良質な住
宅地や住宅ストックが形成されるよう適切な規制
・誘導に取り組む必要がある。

②住宅分野における環境負荷の低減
・「2050年脱炭素社会の実現」の要請への対応など
住宅分野においても長寿命化や省エネルギー化に
取り組むことが求められている。

③災害に強く安全な住環境の創出
・地震の倒壊可能性が高い旧耐震基準の住宅が多数
存在し、狭隘な道路に面するなど災害に脆弱な地
域が存在するなど、昨今の激甚化する災害に対応
した住宅の耐震化や安全な住環境の創出が求めら
れる。

④新たな日常、ユニバーサルデザインの導入などの
多様なニーズへの対応

・文化や伝統を受け継ぎながら、新たな技術発展に
伴うニーズに対応するなど、様々な面において住
宅の「質」を高めていくことが必要である。

図 今後住宅を選ぶ際に重視する点（市民アンケート調査結果）

住宅に重視する点において
安全・安心に関わる要望が高い



２. 住宅施策の課題整理 ③住宅市場 ④セーフティネット 9

③住宅市場

■空き家等の住宅ストックの循環利用の促進
①空家対策による良好な住環境の継承
・栗東市は持ち家率が高いため、今後の人口減少に伴う空き

家数の増加が懸念される。居住希望者とのマッチングによ
る利用促進など、住宅ストックの循環利用の促進が必要で
ある。

②気候・風土に根差した地域産材の活用
・栗東市の森林面積は全体の約44％を占め、良好な森林環境

を維持するためには公共施設をはじめ、一般住宅において
も、地域産の木材を活用した住宅を流通することが求めら
れる。

③中古住宅も含めた住宅の循環利用促進
・空き家などの中古住宅ストックが社会資本として適切に維

持管理されるとともに、良質な住宅ストックが循環利用さ
れるための条件整備が必要である。

④セーフティネット

■多様化する住宅確保要配慮者への効果的・効率的な
住宅サービス提供

①効果的・効率的な公営住宅の管理・運営
・世帯人員が減少し、家庭内での助け合いが困難になってき

ている。
・限られた予算の中で公営住宅ストックを効果的・効率的に

維持管理するとともに、住宅に困窮する世帯に対して適切
に供給していく必要がある。

②公営住宅による供給・民間住宅市場の支援確保
・公営住宅については、低額所得者層に対する住宅セーフテ

ィネットとしての役割を基本としながら民間住宅市場では
適切な住宅を確保できない世帯に対して適切に住宅を供給
していくことが重要である。

・民間賃貸住宅市場においては、外国人世帯、高齢者世帯、
障がい者世帯、子育て世帯などが入居制限を受ける恐れが
あるため、行政と民間の適切な役割分担のもと、住宅確保
要配慮者の多様化に対して柔軟に対応できる受け皿整備が
必要である。
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図 栗東市の住宅数・空き家率の推移
出典：総務省「住宅・土地統計調査」

総住宅数・空き家数、空き家率
がともに増加傾向

図 家族類型別世帯数の推移
出典：総務省「住宅・土地統計調査」

単身・夫婦のみ世帯が
増加傾向



２. 住宅施策の課題整理 ⑤まちづくり 10

⑤まちづくり

■誰もが安心できる居住環境の確保
①高齢になっても安心して住み続けることができる
住宅・居住環境の確保

・高齢者のみで構成される世帯が増加傾向にある。高齢者世
帯が暮らしやすい環境の整備、多様な世代のつながりや交
流の創成が求められている。

・バリアフリー性能の充実化やサービス付き高齢者向け住宅
などに関する情報提供が求められている。

②世帯構成の変更に応じた柔軟な住み替え可能な住
宅市場の形成

・高齢になっても住み慣れた地域で安心して住み続けられる
居住環境の確保や生活支援サービスの充実、居住ニーズの
変化に応じた住み替えの実現などが求められている。

③住宅確保要配慮者に対する住宅の提供
・住宅市場において自力で確保することが難しい市民が安心

して暮らせる住宅を確保できる環境の実現が必要である。

④多世代にわたって住み続けられる住環境の整備
・栗東市は高齢化が急速に進行することが予測され、多世代

にわたって安心して住み続けられる住環境の整備が求めら
れている。

⑤安心して子育てできる住環境の確保
・居住環境について、旧市街地などでは、歩行者空間が十分

に確保されておらず、安全・安心な子育て環境の整備が課
題となっている。さらに、子育て世帯の住宅として、防音
性や省エネルギー性能、防犯性に優れた住環境への要望が
高い。

図 高齢者の安心して生活していくための取り組みに対する要望
（市民アンケート調査結果）

住み慣れた地域で
住み続けたい

とする要望が高い

図 子育て世代の住まい（住宅）に重視する点
（市民アンケート調査結果）



■栗東市の住宅施策を進めていく上での課題

〇住生活政策の課題を解決し、「栗東市に住みたい、住み続けたい」と思える住生活環境を整える
必要がある。

〇栗東市民一人ひとりが真に豊かさを実感できる住生活を実現していくためには、多様化・高度化す
る市民の居住ニーズが反映される民間住宅市場において、市民が自らの力で良質な居住環境を得ら
れる体制を整えることが必要である。

３. 住宅施策の基本理念・基本目標・基本方針の検討 ①基本理念11

現行計画（平成24年度） 10年経過 第二次計画（令和４年度）

■基本理念:
ともに育む「風格都市 栗東」の豊かな住生活

～生涯安心して暮らせるまちづくり～

長期的な視点として次期計画
においても継承

〇前項で整理した課題やこれまでの住生活基本計画による取り組みを踏まえて、基本理念は現行
計画を引き継ぐものとする。

■住宅施策を推進するうえでの基本的な考え方

今後栗東市が取り組むべき住生活政策としては、「市民」「民間事業者」「国や県」「都市計画や
福祉などの関連部門」との適切な連携・役割分担のもと、誇りと愛着が持てる居住環境の育成、住
宅ストックの質の向上ならびに循環利用の促進、柔軟かつ多様な住宅セーフティネットの構築など
、市民の多様なニーズを満たす安全・安心で魅力的な居住環境を適時・適切に選択できる民間住宅
市場の形成に向けた協働・補完を行うことが基本になる。



課題①居住環境
市の特性を活かし、愛着が持てる
住環境の創出を 目指す良好な
居住環境の創出

３. 住宅施策の基本理念・基本目標・基本方針の検討 ②基本目標12

〇課題や基本理念を踏まえ、居住環境、住宅ストック、住宅市場、セーフティネットの分野にお
いて、住宅施策の基本目標を定める。

課題②住宅ストック
安心して長く住み続けることができる
住宅ストックの質向上の推進

課題③住宅市場
空 き 家 な ど の 住 宅 ス ト ッ ク の
循環利用の促進

課題④セーフティネット
多様化する住宅確保要配慮者への
効果的・効率的な住宅サービス提供

課題⑤まちづくり
誰もが安心できる居住環境の確保

基本目標① 風格のある豊かな住環境の創出

栗東市の各地域が抱える問題・課題を踏まえながら、地域住民やＮＰＯなどによる
まちづくり活動との連携のもと、栗東らしい景観形成や地域コミュニティの充実な
どに取り組むことによって、風格のある豊かな居住環境の創出を目指す。

基本目標② 百年先を見据えた住宅ストックの形成

誰もが住みやすいユニバーサルデザインに配慮された生活環境を備えるとともに、
地震などの災害や犯罪などに対する防災性・防犯性、さらに省エネルギー性や耐久
性を備えた住宅ストックの形成を支援することにより、百年先を見据えた住宅ス
トックの形成を目指す。

基本目標③ 多様なニーズに適切に対応する住宅市場の形成

適切に維持管理された多様かつ良質な住宅ストックが住宅市場において循環利用さ
れるとともに、市民が適時・適切に住み替えできる環境を整えることによって、多
様な居住ニーズに適切に対応する住宅市場の形成を目指す

基本目標④ 柔軟かつ多様な住宅セーフティネットの構築

高齢者や子育て世帯、障がい者世帯など、要支援世帯に対するソフト的な支援策の
充実を関係分野と連携しながら取り組むとともに、多様化している住宅確保要配慮
者の実情を踏まえながら、市営住宅制度を核とする柔軟かつ多様な住宅セーフティ
ネットの構築を目指す。



３. 住宅施策の基本理念・基本目標・基本方針の検討 ③基本方針13

〇課題や基本理念を踏まえ、居住環境、住宅ストック、住宅市場、セーフティネットの分野にお
いて、住宅施策の基本目標を定める。

基本目標①
風 格 の あ る 豊 か な
住環境の創出

基本目標②
百年先を見据えた住宅
ストックの形成

基本目標③
多様なニーズに適切に
対応する住宅市場の形
成

基本目標④
柔 軟 か つ 多 様 な
住宅セーフティネットの
構築

基本方針① 良好な街並みの形成

基本方針② 地域コミュニティの醸成

基本方針③ 安全・安心で暮らしやすい都市基盤整備

基本方針① 人にやさしく・長く利用できる住宅づくり

基本方針② 環境負荷低減型の住宅づくり

基本方針③ 災害や犯罪に強い住宅づくり

基本方針① 住宅ストックの活用促進

基本方針② 栗東産木材・県産木材の活用促進

基本方針③ 適時・適切な住み替えの促進

基本方針① 市営住宅ストックの有効活用

基本方針② 多様な住宅セーフティネット機能の充実

基本方針③ 高齢者の居住の安定化



４．住宅施策の展開方向の検討 施策の実施内容 14

基本目標① 風格のある豊かな住環境の創出

■基本方針①
良好な街並みの形成

○「堂々！りっとう景観記念日」の開催
○「景観形成推進地域（中山道と東海道など）」
における歴史的な雰囲気と調和した景観形成

○住宅地内の緑化の促進
○「景観計画」「景観条例」「景観協定」「建築協
定」「緑地協定」「地区計画制度」「いけがき設
置条例」「屋外広告物条例」などの規制誘導手法
の普及啓発

■基本方針③
安全・安心で暮らしやすい都市基盤整備

○危険なブロック塀の撤去の促進
○「栗東市開発許可制度の取扱基準」などに基づく
民間プロジェクトの適切な誘導の実施

○「だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり条
例」に基づく民間プロジェクトの適切な誘導、公
共施設整備の実施

○通学路や生活道路への通過交通の流入防止
○歩道などの歩行者空間の段差解消
○防災面などで脆弱な狭隘道路の改善（拡幅、隅切
り整備など）■基本方針②

地域コミュニティの醸成
○「景観まちづくり市民団体」による良好な景観づ
くりの促進

○「栗東市自治会活動交付金 」や「栗東市街づくり
推進事業補助」などの実施

図 栗東市の主な景観のルール（景観形成基準）
出典：栗東市「景観計画 パンフレット」平成30年4月

図 ブロック塀の点検チェックポイント
出典：国土交通省「ブロック塀の点検のチェックポイント」



４．住宅施策の展開方向の検討 施策の実施内容 15

基本目標② 百年先を見据えた住宅ストックの形成

■基本方針①
人にやさしく、長く利用できる住宅づくり

○「長期優良住宅」「長寿命木造住宅」の普及促進
○長寿命化に向けたリフォームに関する情報提供、
相談窓口の設置・運営

○維持管理に関する情報発信や維持管理方法に関す
るガイドラインの普及啓発

○バリアフリー化やユニバーサルデザイン化、高齢者
対応の確保に向けた啓発活動の推進(出前講座など)

○「木造住宅耐震・バリアフリー改修工事費等補助
事業」「在宅重度障害者住宅改造費助成事業」に
よる市民自らによる持家のバリアフリー化に対す
る支援の実施

○住宅相談体制の強化充実
○ゆとりのある住居の建設に向けた誘導

■基本方針②
環境負荷低減型の住宅づくり

○CO2排出を抑制する省エネ設備の導入促進（太陽光
利用、エコ給湯など）

○住宅の省エネ性能の「見える化」の促進
○省エネ化に向けたリフォームに関する情報提供、
相談窓口の設置・運営

○国、県と連携した建築廃棄物の規制・処理への取
組み強化

○住宅のライフサイクルを通じたCO2排出量の低減、
再生建材の利用促進、建設・解体などにより生じ
る廃棄物の削減及び適正処理の実施

図 スマート・エコ製品の設定補助に係るパンフレット（抜粋）
出典：滋賀県「令和3年度スマート・エコハウス普及促進事業補助金」

図 長期優良住宅の取り組みイメージ
出典：滋賀県HP「長期優良住宅建築等計画の認定制度」



４．住宅施策の展開方向の検討 施策の実施内容 16

■基本方針③
災害や犯罪に強い住宅づくり

○専門家による耐震改修に対する相談、アドバイス
などの仕組みづくり

○「既存民間建築物耐震診断促進補助事業」「木造
住宅無料耐震診断事業」「木造住宅耐震・バリア
フリー改修工事費等補助事業」による市民自らに
よる持家の耐震化に対する支援の実施

○住宅耐震改修に対する税制上の優遇措置の実施
（「固定資産税の減額制度」「所得税額の特別控
除制度」）

○地震・ため池ハザードマップの配布、木造住宅耐
震改修事例集のＰＲなど、防災・減災に向けたソ
フト対策の強化

○「防災・水防活動推進事業」による防災訓練など
の実施

○「防犯のまちづくり推進事業」による自主防犯活
動団体などへの支援の実施

○「急傾斜地崩落対策事業」による土砂災害の抑制
○防犯に配慮した住宅に関する設計指針などの普及
・啓発

○管理不全な空き家等への指導・啓発

基本目標② 百年先を見据えた住宅ストックの形成

図 栗東市「耐震診断・耐震補強」パンフレット

図 栗東市HP「栗東市WEB版総合防災マップ」



４．住宅施策の展開方向の検討 施策の実施内容 17

基本目標③ 多様なニーズに適切に対応する住宅市場の形成

■基本方針①
住宅ストックの活用促進

○安心して取引できる市場環境の確保（「住宅性能
表示制度」「まもりすまい保険」「住宅完成保証
制度」「既存住宅かし保険」「マンションの維持
管理履歴情報の登録制度」の普及啓発）

○市民が安心して中古住宅を選択できる相談体制の
構築

○空き家化の要因、所有者の活用意向に関する調査
○所有者と利用希望者のマッチングに向けた仕組み
づくり

■基本方針②
栗東産木材・県産木材の活用促進

○森林組合や建築士会との連携による栗東産木材・
県産木材の活用促進に向けた普及啓発

○「木の香る淡海の家推進事業」「びわ湖材産地証
明制度」「県産材利用耐震改修モデル事業費補助
金」など、県産木材の活用に向けた各種支援制度
の普及啓発

■基本方針③
適時・適切な住み替えの促進

○「定期借地」「定期借家制度」の普及啓発
○高齢者世帯が所有する広い住宅の子育て世帯への
リースと併せて、リースした高齢者世帯が、安全
性・利便性の高い適切な規模の住宅へ住み替える
システムの検討図 栗東市「空家等対策計画 概要版（抜粋）」平成30年10月

図 滋賀県林業組合連合会HP
「びわ湖材証明書の発行方法」 図 滋賀県HP「びわ湖材証明マーク

」



４．住宅施策の展開方向の検討 施策の実施内容 18

■基本方針①
市営住宅ストックの有効活用

○「公営住宅等長寿命化計画」に基づく予防保全的
な維持管理、長寿命化に質する改善の推進

○収入超過者に対する自主退去の指導
○高額所得者に対する明け渡し請求の徹底
○公営住宅ストックの安全性・居住性の向上（高齢
者、障がい者対応など）

○公営住宅の効果的・効率的な管理・運営方法の検
討・推進

○市営住宅の建替や改修時における多様な世代の共
生を促進するための施設導入の検討

■基本方針②
多様な住宅セーフティネット機能の充実

○市営住宅における住宅確保要配慮者（高齢者、ひ
とり親世帯、ＤＶ被害者など）の多様化に配慮し
た適切かつ円滑な入居対応

○「滋賀あんしん賃貸支援事業」の普及啓発
○災害発生時における被災者の住まいの早急な確保
○地域優良賃貸住宅の供給
○高齢者世帯が所有する広い住宅の子育て世帯への
リースと併せて、リースした高齢者世帯が、安全
性・利便性の高い適切な規模の住宅へ住み替える
システムの検討

基本目標④ 柔軟かつ多様な住宅セーフティネットの構築

■基本方針③
高齢者の居住の安定化

○「木造住宅耐震・バリアフリー改修工事費等補助
事業」による市民自らによる持家のバリアフリー
化に対する支援の実施【再掲】

○「住宅改修サービス」「すこやか住まい助成事業」
による介護を要する高齢者世帯に対する支援の実施

○「地域生活支援事業」「在宅重度障害者住宅改造
費助成事業」による障がい者世帯に対する支援の
実施

○「緊急通報システム設置事業」の実施
○地域住民による単身高齢者などに対する見守り活
動に向けた体制づくり

○サービス付き高齢者向け住宅の普及啓発

図 国土交通省「地域優良賃貸住宅制度について」（抜粋）



５．重点施策の展開方向の検討 19

○第二次基本計画における基本目標から、特に取り組むべき重点施策を選定する。

■第二次基本計画における重点施策の展開方向（案）

・「景観形成推進地域（中山道と東海道など）」における歴史的な雰囲気と調和
した景観形成
・住宅地内の緑化の促進

・ゆとりのある住居の建設に向けた誘導
・管理不全な空き家等への指導・啓発

・空き家化の要因、所有者の活用意向に関する調査
・所有者と利用希望者のマッチングに向けた仕組みづくり

・「公営住宅等長寿命化計画」に基づく予防保全的な維持管理、長寿命化に質す
る改善の推進
・公営住宅の効果的・効率的な管理・運営方法の検討・推進

■第二次基本計画における基本目標

基本目標①
風格のある豊かな住環境の創出

基本目標②
百年先を見据えた住宅ストックの
形成

基本目標③
多様なニーズに適切に対応する
住宅市場の形成

基本目標④
柔軟かつ多様な住宅セーフティ
ネットの構築



参考．現行計画の概要 20

○「栗東市住生活基本計画」は、栗東市における住生活政策の方向性や施策展開のあり方、課
題に対する具体的な取組内容を明確にするものである。

○以下に、現行計画の概要を整理する。

栗東市住生活基本計画(H24.7)

■計画期間:平成24(2012)年度～令和3(2021)年度までの10年間

■基本理念:

ともに育む「風格都市 栗東」の豊かな住生活

～生涯安心して暮らせるまちづくり～

■基本目標と基本方針:(重点施策に位置付けられた項に下線）

基本目標 基本方針

Ⅰ【居住環境】
誇りと愛着が持てる居住環
境の育成

①住教育の促進
②良好な街並み景観の形成
③地域コミュニティの醸成
④安全・安心で暮らしやすい都市基盤整備

Ⅱ【住宅ストック】
百年先を見据えた住宅ス
トックの形成

①長く利用できる長寿命な住宅づくり
②環境負荷低減型の住宅づくり
③災害や犯罪に強い住宅づくり
④人にやさしい住宅づくり

Ⅲ【住宅市場】
多様な居住ニーズに適切に
対応する住宅市場の形成

①中古住宅ストックの流通促進
②伝統的民家の継承、活用促進
③栗東産木材・県産木材の活用促進
④適時・適切な住み替えの促進

Ⅳ【セーフティネット】
柔軟かつ多様な住宅セーフ
ティネットの構築

①市営住宅ストックの有効活用
②多様な住宅セーフティネット機能の充実
③高齢者の居住の安定化
④子育て世帯支援サービスの充実

■重点施策の展開方向:
住生活を巡る多様な課題、厳しい財政状況を踏まえ「官民協働で実
施する施策」に分類される施策を重点施策と位置づけ、重点化した
取組を展開するとしている。

重点施策 展開イメージ

①住教育の促進
1. 市民の住まいに対する知識・関心の向上
2. 小中学校などの学校教育と連携した住教育実施
3. 住まいの絵本など、住教育用の教材の作成

②良好な街並み景観
の形成

1. 景観まちづくりに対する意識啓発
2. 良好な街並み景観形成に向けた規制誘導

③地域コミュニティ
の醸成

1. 住民主体のまちづくりに対する支援
2. シンポジウム、講演会、イベントなどの開催

④中古住宅ストック
の流通促進

1. 安心して取引できる市場環境の確保
2. 市民が気軽に相談できる相談体制の充実

⑤伝統的民家の継承、
活用促進

1. 空き家化の要因、所有者の活用意向に関する調
査（旧街道沿いなど）

2. 所有者と利用希望者のマッチングに向けた仕組
みづくり

3. 伝統的民家の維持保全に向けた多様な支援の実
施

⑥栗東産木材・県産
木材の活用促進

1. 県産材を活用した住宅の情報発信
2. 県産材の流通促進に向けた普及啓発
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○行政（住宅部局、福祉部局）と不動産関係団体、福祉関係団体等で「居住支援協議会」を設
立。高齢を理由に入居を拒まない「すこやか賃貸住宅」の情報提供や、社会福祉法人による
「見守りサービス」など、社会福祉法人が、不動産業者と連携して高齢者の住まい確保支援
と入居後の生活支援を一貫して実施している。

単身高齢者の住宅確保と生活支援を一括して実施/京都府京都市

○「京都市高齢者すまい・生活支援モデル事業」
・京都市居住支援協議会における関係機関（「高齢者を拒まない住宅」登録している不動産業者）と連携し
、本人と社会福祉法人と不動産業者（家主）の三者面談を行なっている。互いの信頼の下で空き部屋のマ
ッチングが行われ、住み替え後は社会福祉法人による見守りサービスを実施している。平成26年11月より
開始され25名の住み替えが実現している。

図 事業の実施スキームと「住まいと生活支援モデル事業」実施イメージ
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○社会福祉協議会が支援プランを提案し、各種支援団体に繋げるシステムの構築することで、
高齢者に対して民間賃貸住宅への円滑な入居及び入居後の支援を行なっている。

単身高齢者の住宅確保と生活支援を一括して実施/福岡県福岡市

図 住まいサポートふくおか」実施イメージ

○「住まいサポートふくおか」
・支援対象は保証人、緊急連絡先確
保が困難な高齢者であり、福岡市
社会福祉協議会が事業主体となっ
て、制度に協力する不動産会社及
び各種支援団体で構成されるプラ
ットフォームを構築している。協
議会が配置したコーディネータが
相談に応じ、プラットフォームに
参加している支援団体のサービス
を組合せて支援プランを相談者に
提示し、契約までサポートを行う
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○高齢者や障害者を含むすべての県民が住み慣れた住宅で安心して自立した生活を送ることが
できるよう、高齢者等に対応した住宅のバリアフリー化改造等に要する経費の一部を、市町
を通して助成。

住宅相談体制の充実/兵庫県
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○社会福祉法人（養護老人ホーム）が、空き家・貸家を借上げ、住まい支援と生活支援を一体
的に実施している。養護老人ホーム利用者で地域生活が可能と思われる高齢者や低所得高齢
者を対象とし、養護老人ホームのノウハウによる自立支援を行う。2名の専任職員（嘱託）を
雇用し、毎朝の安否確認、通院・買物支援等や地域行事に関する情報提供と参加時の支援を
行っている。また、地域の民生委員による協力を受けつつ、社会福祉法人が24時間バックア
ップしている。

単身高齢者の住宅確保と生活支援を一括して実施/岩手県雫石市

図 「雫石町高齢者生活支援モデル事業」実施イメージ
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○一戸建て住宅の空き家や共同住宅の空き住戸を対象に、住宅や事業所、地域交流拠点として
活用する場合の改修工事費の一部を補助

空き家等を活用した子育て支援機能の充実/兵庫県芦屋市
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○空き家の利活用を促進するため、福祉活動や住み替えをする際、空き家の改修費用の一部を
補助。

子育て支援・空き家活用/新潟市


